
発議第３号 

 

地方自治法第１８０条第１項の規定による市長の専決処分事項の一部改正について 

 

地方自治法第１８０条第１項の規定による市長の専決処分事項の一部改正を会議規則第

１４条の規定により提出する。 

 

  令和４年３月２４日提出 

 

 

                    提出者 高山市議会議員 岩 垣 和 彦 

 

                    賛成者 高山市議会議員 水 門 義 昭 

                                車 戸 明 良 

                                榎   隆 司 

                                石 原 正 裕 

 

 

 

 

提案理由 

 １４０万円以下の金銭債権に係る訴えの提起、和解及び調停に関することを加えること

に伴い改正しようとする。 

 

  

  



   地方自治法第１８０条第１項の規定による市長の専決処分事項の一部改正 

 地方自治法第１８０条第１項の規定による市長の専決処分事項（昭和３９年高山市議会告示第２

号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１

８０条第１項の規定により、次の事項は市長に

おいて専決処分することができるものとする。 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１

８０条第１項の規定により、次の事項は市長に

おいて専決処分することができるものとする。 

⑴～⑸ （略） ⑴～⑸ （略） 
 

⑹ １件１４０万円以下の金銭債権に係る訴え

の提起、和解及び調停に関すること（民事訴訟

法(平成８年法律第１０９号)第３６８条の規

定による少額訴訟及び同法第３８３条の規定

による支払督促の申立てにより履行を請求す

る場合で、同法第３９５条の規定により督促

異議の申立てによって当該督促異議に係る請

求が訴えの提起とみなされるときを含む。)。 

 ⑹・⑺ （略） ⑺・⑻ （略） 

   附 則 

 この一部改正は、令和４年４月１日から実施する。 

 

 

 


